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○東京都台東区介護保険条例施行規則 

平成12年３月31日 

規則第１号 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 介護認定審査会（第３条―第６条） 

第３章 被保険者（第７条―第12条の２） 

第４章 保険給付 

第１節 認定（第13条―第23条） 

第２節 給付（第24条―第44条） 

第５章 保険料（第45条―第61条） 

第６章 雑則（第62条） 

付則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、東京都台東区介護保険条例（平成12年３月台東区条例第50号。以下

「条例」という。）第15条の規定に基づき、その施行について必要な事項を定めること

を目的とする。 

（用語） 

第２条 この規則における用語の意義は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」

という。）、介護保険法施行法（平成９年法律第124号。以下「施行法」という。）、介

護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）及び介護保険法施行規則

（平成11年厚生省令第36号。以下「法施行規則」という。）に定めるところによる。 

第２章 介護認定審査会 

（合議体の設置数） 

第３条 令第９条第１項の規定により東京都台東区（以下「区」という。）が設置する東京

都台東区介護認定審査会（以下「認定審査会」という。）の合議体の数は30以内とする。 

（合議体の委員の定数等） 

第４条 令第９条第３項の規定により区が定める合議体を構成する委員の定数は、５人以内

とする。 

２ 委員は、認定審査会の会長が必要と認めたときは、複数の合議体に所属することができ
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る。 

（合議体の招集） 

第５条 合議体の招集は、各合議体の長が行う。 

（会議の非公開） 

第６条 認定審査会及び合議体の会議は、非公開とする。 

第３章 被保険者 

（介護保険資格取得・異動・喪失届） 

第７条 法施行規則第23条、第24条第２項及び第29条から第33条までの規定により被保険

者資格の取得、異動及び喪失について届け出ようとする被保険者は、介護保険資格取得・

異動・喪失届（第１号様式）により区長に届け出なければならない。 

（住所地特例対象施設に入所又は入居中の者に関する届出） 

第８条 特例被保険者に該当することとなった者又は該当しなくなった者は、法施行規則第

25条第１項又は第２項の定めるところにより、介護保険住所地特例適用・変更・終了届

（第２号様式）により区長に届け出なければならない。 

（被保険者証の交付申請） 

第９条 法施行規則第26条第２項の規定により被保険者証の交付を受けようとする第２号

被保険者は、介護保険被保険者証交付申請書（第３号様式）を区長に提出しなければなら

ない。 

（負担割合証の交付） 

第９条の２ 法施行規則第28条の２第１項の規定により区長は要介護被保険者又は居宅要

支援被保険者に対し、法施行規則様式第１号の２による負担割合証を、有効期限を定めて

交付しなければならない。 

（資格者証の交付） 

第10条 区長は、法施行規則第35条第１項、第40条第１項、第42条第１項、第49条第１項

及び第54条第１項の規定により被保険者証が提出されたときは、当該被保険者に対し介

護保険資格者証（第４号様式）を交付するものとする。 

（受給資格証明書の交付） 

第11条 区長は、第７条の規定による届出が要介護認定又は要支援認定を受けた被保険者

からあった場合において、当該届出が法施行規則第32条第３号に掲げる事由による届出

であるときは、当該届出をした被保険者に対し介護保険受給資格証明書（第５号様式）を

交付することができる。 
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（被保険者証等の再交付の申請） 

第12条 法施行規則第27条第１項の規定により被保険者証の再交付を受けようとする者、

法施行規則第28条の２第４項の規定により負担割合証、第10条に規定する介護保険資格

者証の再交付を受けようとする者又は前条に規定する介護保険受給資格証明書の再交付

を受けようとする者は、介護保険被保険者証等再交付申請書（第６号様式）により区長に

申請しなければならない。 

（被保険者証等の無効及び告示） 

第12条の２ 区長は、前条の規定による申請に基づき被保険者証又は負担割合証の再交付

をしたときは、再交付前の被保険者証又は負担割合証を無効とし、その旨を告示するもの

とする。 

第４章 保険給付 

第１節 認定 

（要介護認定・要支援認定の認定申請） 

第13条 法第27条第１項の規定による要介護認定、法第28条第２項の規定による要介護認

定の更新、法第32条第１項の規定による要支援認定又は法第33条第２項の規定による要

支援認定の更新を受けようとする被保険者は、介護保険要介護認定・要支援認定申請書（第

７号様式）により区長に申請しなければならない。 

（認定調査） 

第14条 区長は、法第27条第２項（法第28条第４項及び第32条第２項（法第33条第４項に

おいて準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定により前条の申請

に係る被保険者の調査を行うときは、介護保険認定調査票（第８号様式）により行うもの

とする。 

（主治医の意見聴取） 

第15条 区長は、法第27条第３項（法第28条第４項及び第32条第２項（法第33条第４項に

おいて準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定により主治医の意

見を聴取するときは、当該主治医に対し主治医意見書（第９号様式）を交付して行うもの

とする。 

（診断命令） 

第16条 区長は、法第27条第３項ただし書（法第28条第４項及び第32条第２項（法第33条

第４項において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定により第

13条の申請に係る被保険者に診断命令を行うときは、介護保険受診通知書（第10号様式）
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により行うものとする。 

（要介護認定・要支援認定の結果の通知） 

第17条 区長は、法第27条第７項（法第28条第４項において準用する場合を含む。）、法

第32条第６項（法第33条第４項において準用する場合を含む。）及び法第36条の規定に

よる認定結果並びに法第27条第９項（法第28条第４項において準用する場合を含む。）

及び法第32条第８項（法第33条第４項において準用する場合を含む。）の規定による非

該当等の結果を通知するときは、介護保険要介護認定・要支援認定等結果通知書（第11

号様式）により行うものとする。 

（要介護認定・要支援認定の却下の通知） 

第18条 区長は、法第27条第10項（法第28条第４項及び第32条第９項（法第33条第４項に

おいて準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定により申請を却下

するときは、介護保険要介護認定・要支援認定却下通知書（第12号様式）により行うも

のとする。 

（要介護認定・要支援認定の延期の通知） 

第19条 区長は、法第27条第11項ただし書（法第28条第４項及び第32条第９項（法第33条

第４項において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定により認

定の延期を行うときは、介護保険要介護認定・要支援認定延期通知書（第13号様式）に

より行うものとする。 

（要介護状態区分等の変更の認定） 

第20条 法第29条第１項の規定により要介護状態区分の変更の認定を受けようとする被保

険者又は法第33条の２第１項の規定により要支援状態区分の変更の認定を受けようとす

る被保険者は、第13条に規定する介護保険要介護認定・要支援認定申請書により区長に

申請しなければならない。 

２ 第14条から第16条まで並びに第18条及び第19条の規定は、前項の申請に係る要介護状

態区分の変更又は要支援状態区分の変更の認定に準用する。 

３ 区長は、第１項に係る申請に対して要介護状態区分の変更又は要支援状態区分の変更の

認定をしたときは介護保険要介護状態区分・要支援状態区分変更通知書（第14号様式）

により、要介護状態区分の変更又は要支援状態区分の変更をする必要がないと認めたため

当該申請を却下したときは、介護保険要介護認定・要支援認定却下通知書により当該被保

険者に通知するものとする。 

第21条 区長は、法第30条第１項の規定により要介護状態区分の変更又は法第33条の３第
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１項の規定により要支援状態区分の変更の認定をしたときは、当該変更に係る被保険者に

対し、前条に規定する介護保険要介護状態区分変更通知書又は介護保険要支援状態区分変

更通知書により通知し、被保険者証の提出を求めるものとする。 

２ 第14条から第16条までの規定は、前項の通知に係る要介護状態区分の変更又は要支援

状態区分の変更の認定に準用する。 

（要介護認定・要支援認定の取消し） 

第22条 区長は、法第31条第１項又は第34条第１項の規定により要介護認定又は要支援認

定を取り消したときは、介護保険要介護認定・要支援認定取消通知書（第15号様式）に

より当該被保険者に通知し、被保険者証の提出を求めるものとする。 

（介護給付等対象サービスの指定の通知） 

第23条 区長は、法第37条第１項の規定により介護給付等対象サービスの種類の指定をし

たときは、第17条に規定する介護保険要介護認定・要支援認定結果通知書及び被保険者

証に併せてその旨を記載するものとする。 

２ 法第37条第２項の規定により変更の申請を行おうとする被保険者は、介護保険サービ

スの種類指定変更申請書（第16号様式）により行わなければならない。 

３ 区長は、法第37条第５項の規定により変更の結果を通知するときは、介護保険サービ

スの種類指定結果通知書（第17号様式）により行うものとする。 

第２節 給付 

（特例居宅介護サービス費の額） 

第24条 法第42条第３項の規定により区が定める特例居宅介護サービス費の額は、当該居

宅サービス又はこれに相当するサービスについて法第41条第４項各号の厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該居宅サービス又はこれに相当する

サービスに要した費用（特定福祉用具の購入に要した費用を除き、通所介護、通所リハビ

リテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護並びに

これらに相当するサービスに要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額

を超えるときは、当該現に居宅サービス又はこれに相当するサービスに要した費用の額と

する。）の100分の90に相当する額とする。 

２ 前項の規定において、法第49条の２第１項第２号に規定する第１号被保険者に係る特

例居宅介護サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分

の80」と読み替える。ただし、同条第２項に規定する第１号被保険者に係る特例居宅介
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護サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分の70」と

読み替える。 

（特例地域密着型介護サービス費の額） 

第24条の２ 法第42条の３第２項の規定により区が定める特例地域密着型介護サービス費

の額は、当該地域密着型サービス又はこれに相当するサービスについて法第42条の２第

２項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該地域密

着型サービス又はこれに相当するサービスに要した費用（地域密着型通所介護、認知症対

応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施

設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び看護小規模多機能型

居宅介護並びにこれらに相当するサービスに要した費用については、食事の提供に要する

費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用

を除く。）の額を超えるときは、当該現に地域密着型サービス又はこれに相当するサービ

スに要した費用の額とする。）の100分の90に相当する額とする。 

２ 前項の規定において、法第49条の２第１項第４号に規定する第１号被保険者に係る特

例地域密着型介護サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100

分の80」と読み替える。ただし、同条第２項に規定する第１号被保険者に係る特例地域

密着型介護サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分

の70」と読み替える。 

（特例居宅介護サービス計画費の額） 

第25条 法第47条第２項の規定により区が定める特例居宅介護サービス計画費の額は、当

該居宅介護支援又はこれに相当するサービスについて法第46条第２項の厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該居宅介護支援又はこれに相当する

サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に居宅介護支援又はこれに相当するサ

ービスに要した費用の額とする。）とする。 

（特例施設介護サービス費の額） 

第26条 法第49条第２項の規定により区が定める特例施設介護サービス費の額は、当該施

設サービス費について、法第48条第２項の厚生労働大臣が定める基準により算定した費

用の額（その額が現に当該施設サービスに要した費用（食事の提供に要する費用、居住に

要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の

額を超えるときは、当該現に施設サービスに要した費用の額とする。）の100分の90に相

当する額とする。 
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２ 前項の規定において、法第49条の２第１項第６号に規定する第１号被保険者に係る特

例施設介護サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分

の80」と読み替える。ただし、同条第２項に規定する第１号被保険者に係る特例施設介

護サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分の70」と

読み替える。 

（居宅介護サービス費等の額の特例） 

第27条 法第50条の規定により区が定める割合は、100分の95又は100分の100とする。 

２ 法第50条第２項の規定により区が定める割合は、100分の90又は100分の100とする。 

３ 法第50条第３項の規定により区が定める割合は、100分の85又は100分の100とする。 

（特例特定入所者介護サービス費の額） 

第27条の２ 法第51条の４第２項の規定により区が定める特例特定入所者介護サービス費

の額は、当該食事の提供に要した費用について食費の基準費用額から食費の負担限度額を

控除した額及び当該居住等に要した費用について居住費の基準費用額から居住費の負担

限度額を控除した額の合計額とする。 

（特例介護予防サービス費の額） 

第28条 法第54条第３項の規定により区が定める特例介護予防サービス費の額は、当該介

護予防サービス又はこれに相当するサービスについて、法第53条第２項各号の厚生労働

大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該介護予防サービス又はこれ

に相当するサービスに要した費用（特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介

護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護

及び介護予防特定施設入居者生活介護並びにこれらに相当するサービスに要した費用に

ついては、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用と

して厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、当該現に介護予防サービ

ス又はこれに相当するサービスに要した費用の額とする。）の100分の90に相当する額と

する。 

２ 前項の規定において、法第59条の２第１項第２号に規定する第１号被保険者に係る特

例介護予防サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分

の80」と読み替える。ただし、同条第２項に規定する第１号被保険者に係る特例介護予

防サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるのは「100分の70」と

読み替える。 

（特例地域密着型介護予防サービス費の額） 
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第28条の２ 法第54条の３第２項の規定により区が定める特例地域密着型介護予防サービ

ス費の額は、当該地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスについて法第

54条の２第２項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した費用（食事の提

供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除

く。）の額を超えるときは、当該現に地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサ

ービスに要した費用の額とする。）の100分の90に相当する額とする。 

２ 前項の規定において、法第59条の２第１項第４号に規定する第１号被保険者に係る特

例地域密着型介護予防サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるの

は「100分の80」と読み替える。ただし、同条第２項に規定する第１号被保険者に係る特

例地域密着型介護予防サービス費の額においては、前項の規定中「100分の90」とあるの

は「100分の70」と読み替える。 

（特例介護予防サービス計画費の額） 

第29条 法第59条第２項の規定により区が定める特例介護予防サービス計画費の額は、当

該介護予防支援又はこれに相当するサービスについて、法第58条第２項の厚生労働大臣

が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該介護予防支援又はこれに相当す

るサービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に介護予防支援又はこれに相当する

サービスに要した費用の額とする。）とする。 

（介護予防サービス費等の額の特例） 

第30条 法第60条の規定により区が定める割合は、100分の95又は100分の100とする。 

２ 法第60条第２項の規定により区が定める割合は、100分の90又は100分の100とする。 

３ 法第60条第３項の規定により区が定める割合は、100分の85又は100分の100とする。 

（特例特定入所者介護予防サービス費の額） 

第30条の２ 法第61条の４第２項の規定により区が定める特例特定入所者介護予防サービ

ス費の額は、当該食事の提供に要した費用について食費の基準費用額から食費の負担限度

額を控除した額及び当該滞在に要した費用について滞在費の基準費用額から滞在費の負

担限度額を控除した額の合計額とする。 

（居宅介護サービス計画費等の代理受領に係る届出） 

第31条 法施行規則第77条第１項又は法施行規則第95条の２第１項の規定により指定居宅

介護支援事業者又は指定介護予防支援事業者の名称等を届け出ようとする被保険者又は

届け出た事項の変更を届け出ようとする被保険者（次項においてこれらの被保険者を「被
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保険者」という。）は、介護保険居宅介護（予防）サービス計画作成依頼（変更）届出書

（第18号様式）により行うものとする。 

（償還払介護サービス費の支給） 

第32条 前条の届出がなされていない場合又は法第41条第６項の代理受領の要件に該当し

ない場合において、法第41条に規定する居宅介護サービス費、法第42条に規定する特例

居宅介護サービス費、法第42条の２に規定する地域密着型介護サービス費、法第42条の

３に規定する特例地域密着型介護サービス費、法第46条に規定する居宅介護サービス計

画費、法第47条に規定する特例居宅介護サービス計画費、法第48条に規定する施設介護

サービス費、法第49条に規定する特例施設介護サービス費、法第51条の３に規定する特

定入所者介護サービス費、法第51条の４に規定する特例特定入所者介護サービス費、法

第53条に規定する介護予防サービス費、法第54条に規定する特例介護予防サービス費、

法第54条の２に規定する地域密着型介護予防サービス費、法第54条の３に規定する特例

地域密着型介護予防サービス費、法第58条に規定する介護予防サービス計画費、法第59

条に規定する特例介護予防サービス計画費、法第61条の３に規定する特定入所者介護予

防サービス費及び法第61条の４に規定する特例特定入所者介護予防サービス費の支給を

受けようとする被保険者は、介護保険居宅介護（予防）等サービス費支給申請書（第19

号様式）に関係書類を添付して区長に申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、支給すること及びその額を決定し

たときは償還払支給決定通知書（第20号様式）により、支給しないことを決定したとき

は償還払不支給決定通知書（第21号様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

（福祉用具購入費の支給） 

第33条 法第44条に規定する居宅介護福祉用具購入費及び法第56条に規定する介護予防福

祉用具購入費の支給を受けようとする被保険者は、介護保険居宅介護（予防）福祉用具購

入費支給申請書（第22号様式）に関係書類を添付して区長に申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、支給すること及びその額を決定し

たときは介護保険居宅介護（予防）福祉用具購入費支給決定通知書（第23号様式）によ

り、支給しないことを決定したときは介護保険居宅介護（予防）福祉用具購入費不支給決

定通知書（第24号様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

（住宅改修費の支給） 

第34条 法第45条に規定する居宅介護住宅改修費及び法第57条に規定する介護予防住宅改

修費の支給を受けようとする被保険者は、介護保険居宅介護（予防）住宅改修費支給申請
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書（第25号様式）に関係書類を添付して区長に申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、支給すること及びその額を決定し

たときは介護保険居宅介護（予防）住宅改修費支給決定通知書（第26号様式）により、

支給しないことを決定したときは介護保険居宅介護（予防）住宅改修費不支給決定通知書

（第27号様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

（特定入所者介護サービス費等の手続） 

第35条 法第51条の３第１項に規定する特定入所者介護サービス費又は法第61条の３第１

項に規定する特定入所者介護予防サービス費の支給を受けようとする被保険者は、介護保

険負担限度額認定申請書（第28号様式）により区長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請書には、法施行規則第83条の６第１項第１号及び第４号に掲げる事項を証

する書類並びに同意書（第28号の２様式）を添付しなければならない。ただし、区長は、

当該書類により明らかにすべき事実を公簿等によって確認できるときは、当該書類を省略

させることができる。 

３ 区長は、第１項の申請があったときは、これを審査し、認定を承認すること及びその内

容を決定したとき又は承認しないことを決定したときは介護保険負担限度額、利用者負担

額減額・免除認定決定通知書（第29号様式）により当該被保険者に通知し、承認するこ

とを決定したときは介護保険負担限度額認定証（第30号様式）を併せて交付するものと

する。 

４ 法施行規則第83条の６第７項（法施行規則第97条の４前段及び第172条の２前段で準用

する場合を含む。）の規定により前項に規定する介護保険負担限度額認定証、介護保険利

用者負担額減額・免除等認定証（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定

証）（第71号様式）又は介護保険特定負担限度額認定証（特別養護老人ホームの要介護

旧措置入所者に関する認定証）（第74号様式）の再交付を受けようとする者は、介護保

険負担限度額認定証等再交付申請書（第30号の２様式）により区長に申請しなければな

らない。 

（特定入所者介護サービス費の特例減額措置の手続） 

第35条の２ 法施行規則第83条の５第１項第４号に掲げるものへの特例減額措置の適用を

受けようとする被保険者は、前条第１項の規定による申請に合わせて、特定入所者介護サ

ービス費の特例減額措置に係る資産等申告書（第30号の３様式）及び同意書を区長に提

出しなければならない。ただし、区長は、当該書類により明らかにすべき事実を公簿等に

よって確認できるときは、当該書類を省略させることができる。 
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２ 前条第３項及び第４項の規定は、前項の規定による申請を行ったものに係る手続におい

て準用する。 

（特定入所者介護サービス費等の差額の支給） 

第36条 法施行規則第83条の８の規定による給付を受けようとする被保険者は、介護保険

負担限度額・特定負担限度額差額支給申請書（第31号様式）により区長に申請しなけれ

ばならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、支給すること及びその額を決定し

たときは介護保険負担限度額・特定負担限度額差額支給決定通知書（第32号様式）によ

り、支給しないことを決定したときは介護保険負担限度額・特定負担限度額差額不支給決

定通知書（第33号様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

（利用者負担額の減免の手続） 

第37条 法第50条又は第60条の規定により利用者負担額の減額又は免除を受けようとする

被保険者は、介護保険利用者負担額減額・免除申請書（第34号様式）により区長に申請

しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、減額又は免除を承認すること及び

その内容を決定したとき又は承認しないことを決定したときは、介護保険利用者負担額減

額・免除決定通知書（第35号様式）により当該被保険者に通知し、承認するものと決定

したときは介護保険利用者負担額減額・免除認定証（第36号様式）を併せて交付するも

のとする。 

３ 区長は、偽りの申請その他不正の行為により、利用者負担額の減額又は免除を受けた被

保険者があった場合において、これを発見したときは、直ちに、その減額又は免除を取り

消し、支払いを免れた額を当該被保険者から徴収するものとする。 

（高額介護サービス費等の支給） 

第38条 法第51条に規定する高額介護サービス費及び法第61条に規定する高額介護予防サ

ービス費の支給を受けようとする被保険者は、介護保険高額介護（予防）サービス費支給

申請書（第37号様式）に関係書類を添付して区長に申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、支給すること及びその

額を決定したときは介護保険高額介護（予防）サービス費支給決定通知書（第38号様式）

により、支給しないことを決定したときは介護保険高額介護（予防）サービス費不支給決

定通知書（第39号様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

（高額医療合算介護サービス費等の支給） 
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第38条の２ 法第51条の２に規定する高額医療合算介護サービス費及び法第61条の２に規

定する高額医療合算介護予防サービス費の支給を受けようとする被保険者は、高額介護合

算療養費等支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書（第39号の２様式）により区長に

申請しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、介護保険（保険給付）自己負担額

証明書（第39号の３様式）を当該被保険者に交付するものとする。 

３ 区長は、東京都後期高齢者医療広域連合又は法第７条第７項に規定する医療保険者から

第１項の申請に係る高額医療合算介護サービス費又は高額医療合算介護予防サービス費

の支給額の計算に係る結果の通知を受け、支給すること及びその額を決定したときは高額

医療合算介護（予防）サービス費支給決定通知書（第39号の４様式）により、支給しな

いことを決定したときは高額医療合算介護（予防）サービス費不支給決定通知書（第39

号の５様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

（保険給付費の支払方法の変更通知） 

第39条 区長は、法第66条第１項及び第２項の規定により支払方法の変更を行うときは、

介護保険給付の支払方法変更通知書（第40号様式）により当該被保険者に通知し、被保

険者証の提出を求めるものとする。 

（支払方法変更の記載の消除） 

第40条 法第66条第３項の規定により支払方法変更の記載の消除を受けようとする被保険

者は、介護保険支払方法変更終了申請書（第41号様式）に関係書類を添付して区長に申

請しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、消除すること又は消除しないこと

を決定したときは、介護保険支払方法変更終了決定（申請却下）通知書（第42号様式）

により当該被保険者に通知するものとする。 

（保険給付支払の一時差止の通知） 

第41条 区長は、法第67条第１項又は第２項の規定により保険給付の一時差止を行うとき

は、介護保険給付支払一時差止通知書（第43号様式）により当該被保険者に通知するも

のとする。 

（一時差止に係る保険給付額からの滞納保険料の控除の通知） 

第42条 区長は、法第67条第３項の規定により一時差止に係る保険給付の額から被保険者

が滞納している保険料額を控除しようとするときは、介護保険滞納保険料控除通知書（第

44号様式）により当該被保険者に通知し、被保険者証の提出を求めるものとする。 
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（医療保険各法の規定による保険料等に未納がある者に対する保険給付の一時差止の通

知） 

第43条 区長は、法第68条第１項の規定により保険給付の一時差止を行うときは、介護保

険給付支払一時差止等処分通知書（第２号被保険者用）（第45号様式）により当該被保

険者に通知し、被保険者証の提出を求めるものとする。 

（保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例に関する通知） 

第44条 区長は、法第69条第１項の規定により給付額の減額を行うときは、介護保険給付

額減額通知書（第46号様式）により当該被保険者に通知するものとする。 

第５章 保険料 

（保険料額の通知） 

第45条 区長は、条例第10条の規定により、保険料の額を定めたときは納入通知書（介護

保険料額決定通知書）兼特別徴収開始通知書（第47号様式）により、保険料の額を変更

するときは納入通知書（介護保険料額変更通知書）兼特別徴収額（仮徴収）変更通知書・

特別徴収中止通知書（第47号の２様式）により第１号被保険者に通知するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、特別徴収対象者であって、６月及び８月の仮徴収額

が４月の仮徴収額と同額であるものについて、保険料額を通知する場合は、納入通知書（介

護保険料額決定通知書）兼特別徴収開始通知書（第47号の３様式）により通知するもの

とする。 

（普通徴収に係る保険料の修正） 

第46条 条例第９条第１項の規定により賦課された保険料の額の修正を申し出ようとする

第１号被保険者は、介護保険料修正申出書（第48号様式）に関係書類を添付して区長に

申し出なければならない。 

２ 区長は、前項の申出があったときは、これを審査し、承認すること又は承認しないこと

を決定したときは、介護保険料修正承認（不承認）通知書（第49号様式）により当該第

１号被保険者に通知するものとする。 

（保険料納付の手続） 

第47条 区長は、条例第６条第１項に規定する納期に係る保険料の納付を求めるときは、

介護保険料納付書（第50号様式）により第１号被保険者に通知し、納付を求めるものと

する。 

（納期前の納付） 

第48条 普通徴収に係る第１号被保険者は、条例第６条の規定にかかわらず保険料を納付
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する場合において当該保険料の納期後の納期に係る保険料を併せて納付することができ

る。 

（保険料の督促手続等） 

第49条 区長は、条例第６条第１項に規定する納期後においてなお保険料を納付しない第

１号被保険者があるときは、その者に対し指定納期限を定め介護保険料督促状兼納付書

（第51号様式）により納付を求めるものとする。 

２ 区長は、前項に規定する指定納期限後においてなお保険料を納付しない第１号被保険者

があるときは、その者に対し介護保険料催告書兼納付書（第52号様式）により納付を求

めるものとする。 

（納付書によらない徴収金の収納） 

第50条 区長は、第47条又は前条に規定する納付書によらないで保険料等の徴収金の納付

を受けたときは、当該第１号被保険者に対し介護保険料等領収証書（第53号様式及び第

53号の２様式）を発行するものとする。 

（滞納処分） 

第51条 区長は、第１号被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該被保険者

に対し当該保険料その他徴収金について、地方税法（昭和25年法律第226号）の滞納処分

の例により処分することができる。 

(1) 滞納者が、第49条第１項に規定する督促を受け、その督促状に記載された指定納期

限までに当該督促に係る保険料その他徴収金を完納しないとき。 

(2) 滞納者が、繰上げ徴収に係る通知により指定された納期限までに保険料を納付しな

いとき。 

（保険料の充当又は還付の取扱い） 

第52条 区長は、法第139条第３項又は条例第８条第２項の規定により既納の保険料を当該

第１号被保険者に係る徴収金に充当するときは、介護保険料充当通知書（第54号様式）

により当該第１号被保険者に通知するものとする。 

２ 区長は、法第139条第２項又は条例第８条第２項の規定により、当該被保険者に未納の

保険料がないことにより既納の保険料の全部を還付するとき又は当該被保険者に係る未

納の徴収金に充当してなお余りがあることにより既納の保険料の一部を還付するときは、

介護保険料還付（充当）通知書（第55号様式）により当該第１号被保険者に通知するも

のとする。 

３ 前項の通知を受けた第１号被保険者又は既納の保険料のうちに過誤納に係るものを発
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見した第１号被保険者は、その還付を受けようとするときは、介護保険料過誤納金還付請

求書兼口座振込依頼書（第56号様式）により区長に請求しなければならない。 

（延滞金の減免事由） 

第53条 区長は、条例第11条第３項の規定により次の各号のいずれかに該当する第１号被

保険者の保険料に係る延滞金について、減額又は免除することができる。 

(1) 条例第13条第１項各号の事由により保険料の減額又は免除をした者であるとき。 

(2) 賦課の誤りにより調査中の者であるとき。 

(3) 介護保険料納入通知書の送達の事実を第１号被保険者において知ることができない

正当な事由があると認められるとき。 

(4) その他区長が減免の必要があると認めるとき。 

２ 前項に規定する事由により延滞金の減額又は免除を受けようとする第１号被保険者は、

介護保険料延滞金減額・免除申請書（第57号様式）を区長に提出しなければならない。 

３ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、減額又は免除すること又はしない

ことを決定したときは、介護保険料延滞金減額・免除決定通知書（第58号様式）により

当該第１号被保険者に通知するものとする。 

（保険料の徴収猶予の取扱い） 

第54条 条例第12条第１項の規定により保険料の徴収猶予を申請しようとする第１号被保

険者は、介護保険料徴収猶予申請書（第59号様式）に関係書類を添付して区長に提出し

なければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、保険料の徴収猶予を決定したとき

又は申請の却下を決定したときは、介護保険料徴収猶予決定通知書（第60号様式）によ

り当該第１号被保険者に通知するものとする。 

（保険料の徴収猶予の取消し） 

第55条 区長は、条例第12条第１項の規定により保険料の徴収猶予を受けた第１号被保険

者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該徴収猶予に係る措置を取り消すとともに

当該徴収猶予に係る保険料の全部又は一部を一時に徴収することができる。 

(1) 徴収猶予を受けた者の資力その他の事情の変化により徴収猶予を行う必要がなくな

ったとき。 

(2) 徴収猶予の措置を受けるにつき不当又は不正の行為があったと認められるとき。 

２ 区長は、前項の規定により徴収猶予の措置の取消しを行うときは、介護保険料徴収猶予

取消通知書（第61号様式）により当該第１号被保険者に通知するものとする。 
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３ 区長は、前項の規定により徴収猶予の措置の取消しを行うに際して第１項の規定により

徴収猶予に係る保険料の全部又は一部を徴収するときは、第47条に規定する介護保険料

納付書により当該第１号被保険者に通知し、納付を求めるものとする。 

（保険料の減免の取扱い） 

第56条 条例第13条第１項の規定により保険料の減額又は免除を申請しようとする第１号

被保険者は、介護保険料減額・免除申請書（第62号様式）に関係書類を添付して区長に

提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、保険料の減額又は免除を決定した

とき又は申請の却下を決定したときは、介護保険料減額・免除決定通知書（第63号様式）

により当該第１号被保険者に通知するものとする。 

（保険料の減額の特例） 

第56条の２ 条例第13条の２の規定により保険料の減額を受けることができる者は、令第

39条第１項第１号イ(1)に掲げる者で、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するもの

とする。 

(1) 区市町村民税が課されている者に扶養されていないこと。 

(2) 本人及び本人と生計を一にする者の資産（現に居住する土地及び家屋を除く。）の

活用を図ってもなお生活に困窮し、保険料を納付することが著しく困難であること。 

（保険料の減免の取消し） 

第57条 区長は、条例第13条第１項の規定により保険料の減額又は免除を受けた第１号被

保険者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該減額又は免除に係る措置を取り消す

とともに当該減額又は免除に係る保険料の全部又は一部を一時に徴収することができる。 

(1) 減額又は免除を受けた者の資力その他の事情の変化により減額又は免除を行う必要

がなくなったとき。 

(2) 減額又は免除の措置を受けるにつき不当又は不正の行為があったと認められるとき。 

２ 区長は、前項の規定により減額又は免除の措置の取消しを行うときは、介護保険料減

額・免除取消通知書（第64号様式）により当該第１号被保険者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定により減額又は免除の措置の取消しを行うに際して第１項の規定に

より減額又は免除に係る保険料の全部又は一部を徴収するときは、第47条に規定する介

護保険料納付書により当該第１号被保険者に通知し、納付を求めるものとする。 

（保険料に関する調査） 

第58条 条例第14条に規定により区長が第１号被保険者に提出させる書類は、介護保険簡
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易申告書（第65号様式）によるものとする。 

（徴収員証） 

第59条 保険料徴収員は、保険料その他の徴収金の徴収に際して、常に介護保険料徴収員

証（第66号様式）を携帯しなければならない。 

（徴収職員証） 

第60条 保険料その他の徴収金に係る滞納処分を執行する職員は、処分執行に際して、常

に介護保険料徴収職員証（第67号様式）を携帯しなければならない。 

（介護保険料納付額証明書の交付） 

第61条 区長は、第１号被保険者から保険料納付額の証明を求められたときは、東京都台

東区手数料条例（平成12年３月台東区条例第１号）別表第１の23の項に定める手数料を

徴収し、介護保険料納付額証明書（第68号様式）を交付するものとする。 

第６章 雑則 

（委任） 

第62条 この規則の施行について必要な事項は、区長が定める。 

付 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この規則施行の日の前日までに東京都台東区介護認定事務規則（平成11年10月台

東区規則第53号）により行われた申請その他の手続き等は、この規則の相当する規定に

より行われたものとみなす。 

（特別養護老人ホームの旧措置入所者に関する経過措置） 

第３条 施行法第13条第３項に規定する施設介護サービス費の減額又は免除を受けようと

する被保険者は、介護保険利用者負担額減額・免除等申請書（特別養護老人ホームの要介

護旧措置入所者に関する認定申請）（第69号様式）に関係書類を添付して区長に申請し

なければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、減額又は免除を承認すること及び

その内容を決定したとき又は承認しないことを決定したときは、介護保険利用者負担額減

額・免除決定通知書（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する経過措置）（第

70号様式）により当該被保険者に通知するものとし、承認するものと決定したときは介

護保険利用者負担額減額・免除等認定証を併せて交付するものとする。 
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３ 施行法第13条第５項に規定する特定入所者介護サービス費の給付を受けようとする被

保険者は、介護保険特定負担限度額認定申請書（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所

者に関する認定申請）（第72号様式）により区長に申請しなければならない。 

４ 区長は、前項の申請があったときは、これを審査し、減額を承認すること及びその内容

を決定したとき又は承認しないことを決定したときは、介護保険特定負担限度額認定、利

用者負担額減額・免除決定通知書（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する経

過措置）（第73号様式）により当該被保険者に通知し、承認することを決定したときは

介護保険特定負担限度額認定証を併せて交付するものとする。 

５ 第36条の規定は、法施行規則第172条の２の規定により準用される要介護旧措置入所者

に準用する。 

（関係規則の廃止） 

第４条 東京都台東区介護認定審査会規則（平成11年10月台東区規則第52号）及び東京都

台東区介護認定事務規則は、廃止する。 

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関する経過措置） 

第５条 法第115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業を行うまでの間

は、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則第28条の規定は、なお

その効力を有する。 

（平成29年８月１日から令和２年７月31日までの間に受けた居宅サービス等又は介護予

防サービス等に係る高額介護サービス費等の特例） 

第６条 平成29年８月１日から令和２年７月31日までの間において、居宅サービス等又は

介護予防サービス等を受け、かつ、利用者負担年間世帯合算額が446,400円を超える場合

に、高額介護サービス費等（法第51条に規定する高額介護サービス費及び法第61条に規

定する高額介護予防サービス費をいう。）を受けようとする被保険者のうち、令附則第

21条第１項第３号又は第22条第１項第３号に規定する収入の合計額に満たないことを申

し出ようとするものは、介護保険基準収入額適用申請書（第75号様式）により区長に申

請しなければならない。 

付 則（平成12年12月28日規則第101号） 

この規則は、平成13年１月６日から施行する。 

付 則（平成14年４月１日規則第28号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成15年４月１日規則第33号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成15年12月26日規則第85号） 

１ この規則は、平成16年１月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成16年３月31日規則第21号） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成16年５月28日規則第41号） 

この規則は、平成16年６月１日から施行する。 

付 則（平成17年１月４日規則第１号） 

この規則は、平成17年１月25日から施行する。 

付 則（平成17年３月31日規則第102号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

付 則（平成17年６月１日規則第116号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成17年９月30日規則第126号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に行われた居宅サービス、居宅介護支援又は施設サービスに係る

この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の規定による保険給付につ

いては、なお従前の例による。 

付 則（平成18年３月31日規則第16号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則（以下

「旧規則」という。）の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、な

お使用することができる。 
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３ この規則の施行の日前に行われた居宅サービス、居宅介護支援又は施設サービスに係る

旧規則の規定による保険給付については、なお従前の例による。 

付 則（平成18年12月28日規則第77号） 

この規則は、平成19年１月１日から施行する。 

付 則（平成19年３月30日規則第35号） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成19年10月１日規則第97号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成20年１月４日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成21年３月31日規則第９号） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成21年７月31日規則第72号） 

この規則は、平成21年８月１日から施行する。 

付 則（平成21年９月10日規則第77号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成24年３月30日規則第10号） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成25年３月29日規則第23号） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式
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による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成25年12月27日規則第71号） 

この規則は、平成26年１月１日から施行する。 

付 則（平成26年３月31日規則第10号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成27年３月31日規則第41号） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。ただし、第９条の次に１条を加える改

正規定及び第12条の改正規定並びに第24条の改正規定及び同条に１項を加える改正規定、

第24条の２に１項を加える改正規定、第26条に１項を加える改正規定、第27条に１項を

加える改正規定、第28条の改正規定（「、介護予防通所介護」を削る部分を除く。）及

び同条に１項を加える改正規定、第28条の２に１項を加える改正規定、第30条に１項を

加える改正規定、第35条の改正規定及び同条第２項を第３項とし、同条第１項の次に１

項を加える改正規定並びに第38条の改正規定及び同条第２項を第３項とし、同条第１項

の次に１項を加える改正規定並びに第６号様式の改正規定、同様式の次に１様式を加える

改正規定、第28号様式の改正規定、同様式の次に１様式を加える改正規定及び第37号様

式に１様式を加える改正規定は、平成27年８月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成27年10月30日規則第74号） 

１ この規則は、平成28年１月１日から施行する。ただし、第38条第３項の改正規定及び

同条に１項を加える改正規定並びに第38号様式の次に１様式を加える改正規定は、平成

27年11月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成28年２月１日規則第７号） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第８号様式の改正規定は、平

成28年３月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成28年６月30日規則第104号） 

１ この規則は、平成28年８月１日から施行する。 
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２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成29年７月21日規則第36号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成29年10月６日規則第43号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成30年３月27日規則第８号） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成30年７月31日規則第41号） 

１ この規則は、平成30年８月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和元年５月７日規則第１号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和２年10月27日規則第37号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和３年３月31日規則第31号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和３年５月31日規則第41号） 

１ この規則は、令和３年６月１日から施行する。ただし、第30号様式の改正規定は、同

年８月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 
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付 則（令和３年９月30日規則第50号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和４年３月11日規則第35号） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和４年４月28日規則第85号） 

１ この規則は、令和４年５月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和４年９月20日規則第99号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和５年３月27日規則第19号） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和６年４月19日規則第42号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則（以下

「旧規則」という。）第30号様式による介護保険負担限度額認定証で、現に効力を有す

るものは、この規則による改正後の東京都台東区介護保険条例施行規則第30号様式によ

る介護保険負担限度額認定証とみなす。 

３ この規則施行の際、旧規則の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

付 則（令和６年９月30日規則第62号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区介護保険条例施行規則の様式
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による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 
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